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#17-21 

【１１月１日～１５日】 

〔モルドバの報道をもとに作成〕 

平成２９年１１月１６日 

在モルドバ大使館 
 

【主な出来事】 

●政府は，次期議会選挙の小選挙区（５１）の区割り案を承認。同案では，モルドバ本土４８選挙区（トランスニス

トリア２選挙区を含む），在外を３選挙区（モルドバ以東のロシア・アジア諸国，モルドバ以西の欧州諸国及び米国・

カナダをそれぞれ１選挙区とする）としている。 

●議会で憲法上の国語規定をモルドバ語からルーマニア語に変更する法案が提出された。 

 

１．内政 

新選挙制度に係る動き 

▼小選挙区の区割りを巡る動向。 

・２日，国家委員会は，５１の小選挙区の区割りにつき，モル

ドバ本土４８選挙区（トランスニストリア２選挙区を含む）並び

に在外３選挙区（モルドバ以東の露・アジア諸国等，以西の

ＥＵ加盟国等の欧州諸国及び米国・カナダをそれぞれ１選

挙区とする）とする区割り案を政府に提出。 

・３日，ＰＡＳは，在外選挙区でＥＵ諸国とロシアが同様に１

選挙区となっているが，有権者数で比較すればＥＵの１票

がロシア９票，トランスニストリア１５票に相当して公平性に欠

ける，また国内選挙区でも親欧州派野党（ＰＡＳ・ＤＡ）を支

持する市民が多い地域に対する小選挙区の割り当てが少な

く，選挙後の民主党と社会党との連立構想を踏まえた両党

の意向による区割り案であると批判。 

・８日，政府は国家委員会提案の小選挙区の区割り案を承

認。 

大統領 

▼８日，国際社会の中でモルドバの中立国家としての

地位確立の重要性を強調。 

・ドドン大統領は，モルドバの地政学的位置から国家の中立

性が確保されなければモルドバの分裂を招くことも排除され

ず，憲法の中立規定のみでは十分でなく，国際社会におい

てモルドバの中立国家としての地位が確立されることが重

要であるとの考えを表明。 

政 府 

▼政府機構改革に伴う各省の次官の任命。 

・７日，省庁統廃合と政府機構改革に伴う各省の次官に相当

する新設ポスト（Secretary of State）に２３名を任命する旨発

表。外務・欧州統合省の次官（２名）は次のとおり。 

欧州統合担当：ダニエラ・モラリ 

協力分野担当：タチアナ・モルチャン 

議 会 

▼憲法上の国語規定をモルドバ語からルーマニア語に

変更する法案の提出。 

・２日，憲法上の国語（公用語の名称）規定（第１３条）をモル

ドバ語からルーマニア語に変更する法案が提出された。憲

法改正には議会の２／３（６７票）以上の賛成を必要とする。

社会党（２４議席）及び共産党（７議席）に加えて民主党２議

員の３３議員が反対を表明し，他方で自由民主党，自由党，

欧州人民会派及び無所属と民主党の一部議員を合わせて３

５議員が賛成を表明。 

・１０日，共産党と社会党は，国語規定の変更に関する憲法

裁判所の判断は受け入れられないとして，憲法裁判所判事

に対する不信任動議を議会に提出。カンドゥ議会議長は，

かかる動議を提出できる憲法及びその他の法律にも根拠が

なく，前代未聞の馬鹿げた動議で議題登録しないとコメン

ト。 

・１４日，民主党は，本件法案の対応については同党の各議

員自身の判断による自主投票とする旨発表。 

・１４日，ドドン大統領は，法案否決には３５票を必要とするが，

社会党２４議員に加えて他党からも１１議員以上が法案に反

対する目処は立っていると発言。 

その他 

▼ロシア人銀行家の殺害未遂事件を巡る動向。 

・２日，ＴＶ番組でルーマニアにおいて収監中のプロカ受刑

囚が「２０１２年３月のロシア人銀行家ゴルブンツォフ氏殺害

事件（未遂）は，プラホトニュク民主党党首の依頼により実行

した」と発言したインタビューを放映。 

・上記発言に関し，ゴルブンツォフ氏は，プラホトニュク氏と

は関わり合いがなく，ウサトゥイ「我らの党」党首が関与して

いると考える旨発言。 

・７日，プラホトニュク民主党党首は，外国に逃亡中の者（ウ

サトゥイ氏）の演出による虚偽の物語であるとコメント。 

▼次期議会選挙でのＤＡとＰＡＳの候補者統一による

選挙協力。 

・４日，ＤＡは次期議会選挙で比例代表制についてＰＡＳと

の統一候補リストとすることを決議し，並立制での選挙となっ

た場合の小選挙区についてもＰＡＳとの統一候補とすること

を承認。 

▼ラドゥ新キシニョフ市長代理の就任を巡る動き。 

・６日，グロザヴ・キシニョフ市長代理は，ラドゥ元Gas Natural 

Fenosa 社社長及びコドレアヌ・キシニョフ市議会議員（欧州

人民党）を副市長に任命し，グロザヴ氏自身が市長代理を

辞任して後任にラドゥ氏を任命した。ラドゥ氏は無所属であり，

昨年１０月の大統領選挙に立候補して得票率は０．３５％。 

・ラドゥ市長代理の就任につきＰＡＳ及び社会党は，民主党

によるキシニョフ市の乗っ取りとして批判。 
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・９日，社会党所属の市議会議員は，市長代理が副市長を

任命し，市議会の決議を求めることなく，新たに任命した副

市長を市長代理に任命すること（代理が代理を任命）は権力

の乱用であり，違法かつ国際規範にも反するとして憲法裁

判所に提訴。 

▼職務停止中のキルトアカ・キシニョフ市長の自宅拘

禁解除。 

・９日，キシニョフ市駐車場を巡る汚職事件に関連して５月よ

り自宅拘禁されている市長の職務停止中のキルトアカ・キシ

ニョフ市長に対する検察当局からの３０日間の自宅拘禁延

長請求が却下され，自宅拘禁が解除されることとなった。 

・１０日，キルトアカ・キシニョフ市長は，市長辞任圧力には

屈せず，自分から辞職することは決してないと発言。 

・１０日，社会党は，自宅拘禁の解除は自由党と民主党との

取引によるものであると批判。 

・１１月１９日にはキルトアカ・キシニョフ市長解任の是非を問

う住民投票の実施が予定されており，社会党は住民投票へ

の参加と市長解任への賛成投票を呼びかけるキャンペーン

を実施。 

２．外政 

▼１日，ザニエルＯＳＣＥ少数民族高等弁務官がモル

ドバを訪問し，ドドン大統領，フィリプ首相等と会談。 

▼４～６日，ドドン大統領のイタリア，バチカン訪問。 

・４～６日，ドドン大統領はバチカン及びイタリアを実務訪問

し，フランシスコ法王，パロリン・バチカン国務長官，マッタレ

ラ・伊大統領等と会談。 

▼６～７日，リンケービッチ・ラトビア外相がモルドバを

訪問し，ドドン大統領，フィリプ首相，ガルブル副首相

兼外務・欧州統合大臣と会談。 

▼６～７日，マルムストローム欧州委員（貿易担当）が

モルドを訪問し，ドドン大統領，フィリプ首相，カンドゥ議

会議長等と会談。 

▼８～１０日，フィリプ首相がイスラエルを公式訪問。 

・８日，フィリプ首相は，ランドヴェル移民・同化大臣と会談し，

イスラエルで就労しているモルドバ人の多くは建設・介護等

に従事していることを指摘しつつ，社会保障協定の締結の

重要性に言及。 

・９日，ネタニヤフ首相と会談し，フィリプ首相は政府間経済・

貿易混合委員会の開催を提案。 

・１０日，モルドバ・イスラエル軍事技術協力が調印された。 

▼９～１０日，ドドン大統領はアルメニアを公式訪問し，

サルグシャン大統領，バブロヤン議会議長等と会談。

帰路モスクワに立ち寄り。 

▼１１日，当地ＮＡＴＯ連絡事務所の正式開設は１２

月中の見通しと発表。 

・キシニョフＮＡＴＯ連絡事務所の広報官は，同事務所は本

年春より実質的に活動しているが，正式開設は本年１２月中

になる見込みと発表。正式開設の遅延は，ＮＡＴＯ側の財政

面での手続きに伴う技術的理由によるものと説明。 

３．経済 

▼世銀調査機関等によるモルドバ経済成長率予測。 

・１日，世銀調査機関は，モルドバの経済成長率を２０１７年

３．５％，２０１８年３．８％，２０１９年３．６％と予測。なお，２０

１８年に実施予定の議会選挙が経済・社会改革促進にマイ

ナスの影響を与えることが懸念されると指摘。 

・８日，ＥＢＲＤはモルドバの経済成長率を２０１７年３．０％，

２０１８年３．５％と予測。 

▼ＩＭＦ専門家チームのモルドバ訪問。 

・１０月２５日～１１月７日，ＩＭＦ専門家チームは，２０１６年１１

月に合意された対モルドバ支援（３カ年）の履行につき協議

するためにモルドバを訪問。 

・７日，フィリプ首相と会談し，事務レベルでは原則合意に達

し，１２月のＩＭＦ理事会で承認が得られれば，次回トランシ

ェ２２百万ドルの支払いが可能となる旨説明。支援プログラ

ムの総額は約１７８．７百万ドル，これまでの右枠組みに基

づく支援総額は５９百万ドル。 

４．トランスニストリア 

▼「ト」「大統領」のコザク・メモランダムに関する発言。 

・９日，クラスノセルスキ「ト」「大統領」は，２００３年のトランス

ニストリアを連邦構成主体とするコザク・メモランダムに関し，

現在のモルドバ及びウクライナのベクトルは当時と異なり欧

州に向かっており，かかる情勢を踏まえれば，コザク・メモラ

ンダムのような連邦制を内容とする文書に署名することは不

可能であると発言。 

▼１４日，「５+２」協議が１１月２７～２８日にウィーン

で開催される予定と発表。 

５．その他の情勢 

ガガウズ自治区 

▼４日，「ガガウズ投資フォーラム２０１７」をコムラト市

で開催。 

・フジクラのガガウズへの投資案件について外国企業の投

資誘致成功例として紹介。 

６．各種統計 

▼世銀のビジネス環境ランキングでモルドバ４４位。 

・１日に発表された２０１８年世銀のビジネス環境ランキング

でモルドバは４４位であった。項目別では事業設立の容易

性が２３位と改善し，納税環境は３２位，貿易環境は３５位で

あった。近隣国ではルーマニア４５位，ウクライナ７６位。 

▼６日，Fondul Opiniei Publice(FOP)が世論調査結果

を発表。 

・投票動向：社会党４４．５％，ＰＡＳ２２．９％，民主党５．５％，

ＤＡ３．６％ 

・ルーマニアとの統一：賛成２２．２％，反対６２．８％ 

・ＮＡＴＯ加盟：賛成２０．２％，反対６０．８％ 

・経済分野での方向性：欧州統合４１．１％，ユーラシア経済

同盟：４５．１％ 

・関係強化の方向性：ロシア５４％，ＥＵ・米国４６％ 

（１０月７～２９日に実施，サンプル数は４，５１７人） 
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▼７日，国家統計局が易統計（２０１７年１～９月）を

発表。 

・輸出：総額１６億５１百万米ドル（対前年同期比+１５．３％），

対ＥＵ１０億６６百万米ドル（対前年同期比+１６．６％，輸出総

額の６４．６％），対ＣＩＳ３億３６百万米ドル（対前年同期比+１

１．８％，輸出総額の２０．４％）。なお，対日輸出は９３８，６０

０米ドルで対前年同期比+５２．６６％。 

・輸入：総額３４億８８百万米ドル（対前年同期比+１８．８％），

対ＥＵ１７億１３百万米ドル（対前年同期比+１９．４％，輸入総

額の４９．８％），対ＣＩＳ８億５１百万米ドル（対前年同期比+１

６．７％，輸入総額の２４．７％）。なお，対日輸入は２４百７０

万米ドルで対前年同期比+１８．９％。 

▼９日，Institutul International Republican(IRI)が世論

調査結果を発表。 

・投票動向：社会党３４％，ＰＡＳ２３％，民主党９％，ＤＡ４％，

共産党４％ 

・経済分野での加盟選択：ＥＵ４９％，ユーラシア経済同盟３

８％ 

・ＮＡＴＯ加盟：賛成２２％，反対４３％ 

（９月２３日～１０月１７日に実施，サンプル数１，５１４人） 

▼モルドバへの外国人の入国者数。 

・１４日，モルドバ観光局は，２０１７年１～９月の外国人入国

者数（延べ人数）が約３百万人（対前年同期比６％増）と発表。

国別では，ルーマニア５３．２％，ウクライナ２８．１％，ロシア

８．７％，ブルガリア１．８％，イタリア１．１％。 

 なお，同期間中のモルドバ人出国者数（延べ人数）は約４

３０万人（同３．５％減）。 

 

（了） 


